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新学習指導要領の告示について（談話）

長野県高等学校教職員組合　教文部長　檀原毅也

　３月２８日、文部科学省は小中学校の新学習指導要領を官報告示しました。

１月なかばの中教審答申、２月なかばの文科省による改訂案の公表、１か月間のパブリックコメントを経ての告示です。告示に至って、学習指導要領の改訂のねらいが改悪教育基本法を教室の中で具体化しようとすることであることがいよいよはっきりしました。私たちは、告示された新学習指導要領の内容および告示までの手続きに、強い憤りを感じるとともに、この国の学校と社会の行く末に不安を覚えずにはいられません。

改訂案の段階でも、道徳教育があたかもすべての教育活動に優先されるかのように強調されていました。しかし、今回の告示された新学習指導要領には、さらに踏み込んで、改訂案の段階にはなかった「道徳教育は…伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛し…道徳性を養うことを目標とする」（総則）という文言が入り込んでいます。

「我が国と郷土を愛し」という文言が、学校教育において何よりも大切にされるべき、「なぜ」という問いを考え抜くこと、すなわち学問的な追究および追究する姿勢を学ぶことを放棄せよというメッセージになりかねないことを深く憂慮するものです。道徳教育にあっても重要なことは、「なぜ」を考えることであって、愛するという言葉を用いて、その問いについては思考停止をしなさいと教え込むことでは断じてないはずです。ましてや報道されているようにこの変更が政治的な圧力に屈して行われたものであるならば、問題はさらに深刻です。

教科においては「昔話や神話・伝承などの本や文章の読み聞かせを聞いたり、発表しあったりすること」（国語）「『君が代』はいずれの学年でも歌えるよう指導すること」（音楽）という文言が入り込んでいます。とくに「歌えるよう指導すること」の挿入は、今後の入学式や卒業式のあり方を一変させかねないものであり、個人の思想・信条の自由という近代民主社会の大原則を無視するという宣言にほかなりません。

学校教育の大綱的な基準である学習指導要領は、数年間にわたる中教審の議論にもとづく答申を踏まえるべきものです。この間の教育基本法をめぐる議論においても愛国心について国民の意見は様々でした。教育再生会議が強く求めた道徳の教科化について中教審は見送った経緯があります。にもかかわらず、改訂案の公表からわずか１か月で、検討過程も明らかにされないまま道徳教育や愛国心教育について大幅な変更をすることはまったく不当なことです。そもそもパブリックコメントは原案を示して意見を受けつける手続きであり、原案として示していなかったものを入れ込むのであれば、再度パブリックコメントが行われてしかるべきでしょう。

それすらなされず、強引な変更を学校現場に押しつけようとすれば、この国が過去に犯した過ちを再び繰り返すことになります。私たちは、文部科学省に対して、冷静な判断力を取り戻すことを要望します。そして、今回の告示を撤回することを強く求めます。

